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15. 寒地河川をフィールドとする環境と共存する流域、河道設計技術の開発 

 
研究期間 ： 平成18年度～22年度 
プロジェクトリーダー：寒地水圏研究グループ長 許士裕恭 
研究担当グループ：寒地水圏研究グループ（寒地河川チーム、水環境保全チーム、流域負荷抑制ユニット） 
         技術開発調整監付（寒地技術推進室） 

 
 

1. 研究の必要性 

寒冷地域である北海道は年間降水量の半分程度を降雪が占めており、融雪時の流出機構や結氷現象が河川環境に与え

る影響は大きく、旧川河道が多く残されている等の固有の河川環境を有する。また，北海道は日本の食糧基地であり、

他県に類を見ない広大な農地等の土地利用形態も有している。さらに、近年北海道の主要な産業として北海道の自然環

境を生かした観光が注目を集めており、自然環境の一端を形成する良好な河川及びその周辺の環境の多様性の確保やそ

れらの保持、再生と農業の持続的発展との共存が重要な課題となっている。以上を踏まえ、国民の安全と流域の土地利

用を踏まえた良好な河川環境創出のための河道設計技術の開発が望まれている。 
 
2. 研究の範囲と達成目標 

 本重点プロジェクト研究では、治水と環境が並立する流域の河道設計技術を開発するために、寒冷地フィールドを対

象範囲とし、以下の達成目標を設定した。 
  (1)  治水安全度を向上させつつ河川環境の再生を試みる技術の開発 
  (2)  魚類の生活史を通した生息環境における物理環境を定量的に評価する技術開発 
  (3)  河川下流域の生態系を支配する塩水遡上の結氷時における挙動の解明 
  (4)  大規模農地を中心とする流域から流出する環境負荷の抑制技術の確立 
  (5)  河道の形成機構の解明と、河道内等から発生する流木による橋梁閉塞の対策の確立 
 
3. 個別課題の構成 

 本重点プロジェクト研究では、上記の目標を達成するため、以下に示す研究課題を設定した。 
  (1)  蛇行復元等による多様性に富んだ河川環境の創出と維持の手法の開発（平成18年度～22年度） 
  (2)  冷水性魚類の自然再生産のための良好な河道設計技術の開発（平成18年度～22年度） 
  (3)  結氷時の塩水遡上の現象解明と流量観測手法の開発（平成18年度～22年度） 
  (4)  大規模農地から河川への環境負荷流出抑制技術の開発（平成18年度～22年度） 
   (5)  河道形成機構の解明と流木による橋梁閉塞対策等への応用に関する研究（平成20年度～22年度) 
 
4. 研究の成果 

 本重点プロジェクト研究の個別課題の成果は、以下の個別論文に示すとおりである。なお、「2. 研究の範囲と達成

目標」に示した達成目標に関して、平成18～21年度に実施してきた研究と今後の課題について要約すると以下の通り

である。 
 
(1)  蛇行復元等による多様性に富んだ河川環境の創出と維持の手法の開発 
本研究では、流下能力確保のための直線化された河道と、流れの多様性確保のための湾曲河道とを併せ持った

『2way河道』の自律的維持を実現するため、標津川上流において実際の河跡湖（旧蛇行河道）を利用して整備・

通水された試験施工箇所の追跡調査とそれから得られたデータの解析、さらに今後実施が計画されている標津川

下流区間を模した水理模型実験を行った。得られた主な知見と課題を以下に示す。 
1) 通水初期、旧蛇行河道を接続するために新たに掘削を行う区間では、大規模な河岸浸食が発生することとな
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るが、分岐点の水衝部となる箇所に護岸を敷設することで2way河道の分流機能は十分維持されるとともに、

通水後2～3年程度の期間を経て徐々に河道は安定状態となり、河岸浸食の速度も時間経過とともに緩やかに

なる。 
2) 蛇行河道と直線河道の分岐点下流（直線河道側）に分流堰を設置することで、蛇行河道へ分配する流量を適

切にコントロールすることができる。 
3) 大規模な洪水を受けると蛇行区間では大幅な土砂堆積が生じ、一時的な河道埋没傾向を示すこととなるが、

分流堰の高さが適切であれば、その後、平水・融雪出水等の通水が 1 年以上継続することで堆積した土砂は

徐々に蛇行区間から排出され、やがて元の河道状態へと復元される。 
4) 蛇行復元試験地においては、2way河道を自律的に維持するために求められる適切な流量配分比と、堰形状と

の関係がある程度明らかになった。今後は非定常流量下における堰形状と分岐点の河床変動との関係性をよ

り詳細に明らかにし、広く一般に適用可能な解析手法の提案を目指す。 
5) 分流堰の分流効果によって、平水流量時、直線河道を流れる流量が大幅に減少することで、堰下流の蛇行河

道側において大規模な砂州が形成されることとなる。この砂州上ではやがてヤナギが侵入し、毎年 20cm 程

度の成長速度で樹林化傾向を強める。樹林化したヤナギは、洪水期、主流となる直線河道の河積を阻害し水

位上昇を招く可能性があるため、河道の設計に際しては、この点を十分に考慮した流下能力の検証が求めら

れる。 
6) 標津川下流域の蛇行復元予定区間を対象とした水理模型実験においては、蛇行復元試験地で観測されている

現象がある程度良好に再現され、上記1)～5)の知見が当箇所においても十分適用可能であることが示された。

また、これまで計画されていた堰高（H堰：0.8m、J堰：1.0m）を10cm下げることで、分流堰下流に形成

された砂州の撹乱を促進し、砂州上におけるヤナギの樹林化を抑制する効果があることが示唆された。さら

に、この堰高であっても蛇行区間の埋没を回避するために必要な掃流力が十分確保されることがわかった。 
7) 蛇行復元試験地では、平成 22 年 3 月、蛇行区間の局頂部外岸側に設置されていた矢板が撤去された。蛇行

区間では現在も湾曲による流れの偏倚が河岸浸食を引き起こし、蛇行は発達を続けているため、矢板が撤去

されたことによってさらに大きな変化が起きる可能性がある。今後も追跡調査を継続し、その動向に注視し

ていく必要がある。 
 

(2)  冷水性魚類の自然再生産のための良好な河道設計技術の開発 

本研究においては、寒冷地を代表するサクラマスを指標生物とし、その物理的生息環境の評価手法を確立し、

河川環境の創出・復元のための河道設計技術を開発することを目的としている。このためには、サクラマスの各

生活期（産卵期、幼魚期、越冬期）応じた物理的生息環境の評価手法を確立することが必要である。また、降

海・遡上期については、河川横断工作物周辺においても河川の連続性が常時良好に確保されることが必要であ

る。本報告では、産卵期、越冬期、遡上期に着目した現地調査および検討の結果を示した。本報告の主な知見

は以下である。 
1) 産卵環境に関しては、砂州地形における河床の起伏は非砂州地形におけるそれらよりも有意に大きく、確認

された産卵床の多くは砂州地形に集中した。さらに、河床の起伏はサクラマスが産卵床として使用する微生

息場における河床材料の礫分に影響を及ぼすことを明らかにした。このことは、河川整備事業においてサク

ラマスの産卵環境を把握・保全するための技術に対し有効な知見を提供するものと考えられる。 

2) 越冬環境に関しては、河道内における巨礫の存在は越冬環境にとって重要であることが確認された。さらに、

この結果を踏まえ実施した河床巨礫を使用した越冬場の創出試験においては、設置された越冬場は長期間サ

クラマスにとって良好な越冬場を提供することが実証された。このことより、積雪寒冷地域における越冬場

の保全・創出を考える場合、河川工事で発生する巨礫は河道外に持ち出さず、河岸部に組み合わせて配置す

ることにより河川工事の影響を緩和できると考えられる。 

3) 遡上期における河川横断工作物周辺での連続性の確保に関しては、魚道直上流部に土砂が堆積しない効果的

な水制の配置として、魚道の流入口幅の1.5 倍の距離に水制工を設置した場合、魚道直上流部に土砂が堆積
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しないことを水理模型実験で確認した。このことは、渓流河川における魚道の維持管理に対し有効な知見を

提供するものと考えられる。 

 
(3)  結氷時の塩水遡上の現象解明と流量観測手法の開発 
 本研究は、結氷時の塩水遡上の現象解明および結氷時の流量観測手法の開発のために、結氷時の感潮域における流量

観測に関する研究、塩水遡上抑制対策に関する研究、氷の形成過程に関する研究の3項目に区分して段階的に研究を進

め、得られた主な知見は以下の3点である。 

1) 結氷時の感潮域においてADCPの測定時間を長くしても、その観測期間の横断面流量の精度は向上しない。非定常流

れである結氷時の感潮域においてADCPの測定時間を1測定当り10秒とすれば、ある瞬間の横断面内の平均流速に近

づき、その観測期間の横断面流量の精度が向上する事が分かった。 

2) 従来から用いられている1次元2層流モデルに界面の形状抵抗を考慮した数値計算モデルを構築した。このモデルに

よる計算結果は、強混合型の塩水楔を形成する網走川においてさえ水位および流速が観測値と一致することが確認

された。透過性構造物の塩水遡上抑制効果について、1ヶ月間の数値計算の結果から、小潮から大潮にかけては効

果が大きく、大潮から小潮にかけては効果が小さいと分かった。本研究で構築した数値計算モデルは、一部簡便化

が施された1次元計算であるものの、現地における塩水流速を十分な精度で再現可能であり、透過性構造物の透過

率を選定する際の検討に資すると言える。 

3) 結氷時の現地観測結果から、氷板と晶氷の経時変化を5つに分類してその挙動を把握した。また、河川管理上問題

となるアイスジャミングの原因である氷板の形成過程において、晶氷が流下する河川では”晶氷の氷化”が氷板の

増加に寄与する可能性が、氷底の摩擦速度と水温を判定基準とした氷板厚変動計算により示唆された。さらに、気

温、水温、有効水深を独立変数とする実用的な氷板厚計算式を開発し、測定値との比較から係数α、係数βを適切

に設定する事により、氷板の形成から解氷までを精度良く再現可能である事を示した。 

 
(4)  大規模農地から河川への環境負荷流出抑制技術の開発 

 本報告では、大規模な酪農地帯を抱える流域での水質保全技術として、草地管理手法や河畔域と排水路内での水質浄

化手法の検討、水質保全対策が進んだと仮定した場合の河川・湖沼の水質予測等を行い、下記のことを明らかにした。 

1) 肥料散布状況を把握するため、肥培かんがい施設が整備された2戸の酪農家において、携帯型GPSを用いた計測を

行った。また、調査圃場における施肥標準と実際の施肥量とを比較し、施肥量の適否を検討した。その結果、調査

対象の2戸の農家では、施肥標準を大きく上回るような過剰施肥はなかった。 

2) 土壌浸入能が小さい傾斜草地表面からの肥料成分流出を抑制する対策を検討するため、傾斜草地を模擬した実験用

草地を作成し、ふん尿スラリーの散布方法を変えた3つの試験区を設け、人工的に散水する試験を実施した。その

結果、草地表面に切り込みを入れることにより、草地表面に散布したふん尿スラリー肥料成分の表面流出を抑制で

きることが明らかとなった。実際の草地表面に切り込みを入れる作業は、既存の装置（スパイクエアレータ）をト

ラクターで牽引することで対応できるため、取り組みやすい対策と考えられる。 

3) 草地酪農地域に整備された水質浄化池の機能調査として、平水時と降雨出水時の浄化効果の検証を行った。その結

果、平水時における濃度低下率((１－流出濃度÷流入濃度)×100)は全窒素で16％、全リンで12％と算出された。

降雨出水時については、出水ピーク全体の負荷量で比較すると、全窒素で4％、全リンで9％、浮遊土砂で34％の

負荷量が削減されており、水質浄化池の持つ沈砂機能により土砂成分で大きな効果が確認された。 

4) 草地酪農地域の緩衝林帯の機能として、既存林を対象とした検討では、草地からの表面流去水に含まれる汚濁負荷

物質は、緩衝林帯の土壌に浸入させることで、全窒素で60％、全リンで95％濃度低下することを明らかにした。

また、国営事業で整備している緩衝林帯を模したライシメータを用いた検討では、高濃度で高流量の負荷が流入し

た時に緩衝林帯は草地に比べて大きな浄化機能を示すことを明らかにした。さらに，整備後の緩衝林帯における土

壌物理性の状況調査では、緩衝林帯は草地に比べて浸入能が大きいことを確認した。 

5) 流量・水質データから得たL-Q式を用いて、風蓮川流域の4地点における2008年度夏期のSS、全リン、全窒素の

流出負荷量を算出し、この値から各種土地利用の原単位を概算した。さらに、風蓮川流域での発生負荷量割合と流
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域内にある水質保全対策のなされた小流域における対策前後でのL-Q式の差異から、流域全体で水質保全対策が実

施されたと仮定した場合、風蓮湖への全窒素の流入量が低減すると推定した。 

6) 閉鎖性海域の水質変動を再現・予測するため、風蓮湖において水質・底質・流動等の現地調査を行い、それらを再

現する数値モデルを構築した。また、現地において水域の基礎生産量を見積もるために必要な各種生物パラメター

を取得し、それを用いて低次生態系モデルでの計算を行い、再現性を向上させた。これを用い、陸域からの汚濁負

荷を低減する対策を講じた場合の水質変動の予測を試みた。流量および流入負荷量以外は同条件で比較を行い、対

策の効果を評価した。その結果、対策を講じた場合には風蓮川流入部においてCODの大幅な低下が見られ、出水の

最大流量時にその差が最大となっており、陸域での対策の効果が顕著に現れていることがわかった。 

 

(5)  河道形成機構の解明と流木による橋梁閉塞対策等への応用に関する研究 

急流河川の多い日本では、洪水時にしばしば大量の流木が発生し、橋梁など河道内構造物に集積して河道閉塞などの

被害をもたらし、海域まで流下した流木は漁業被害や航行被害を引き起こす。本研究では、橋脚周辺の流木集積機構の

解明を目的として橋梁周辺における流木の挙動監視調査を行い、また、河畔林の流木補足機能に着目し、実験水路にお

いて河畔林粗密の違いによる流木流下実験を行った。これまでに明らかになったことは以下の通りである。 

１） 平成21年 7月の沙流川平和橋における観測では、水位のピークに対して、流木流下本数のピークは約4時

間前に発生しており、平成19 年 5 月のパンケシュル川更生橋の融雪出水時の観測においても、水位のピー

クに対して、流木流下本数は約3時間前に最も多くなっている。このことから、流木は洪水初期に最も多く

発生する傾向があると考えられる。これは、過去洪水で発生し河道内に堆積していた流木が洪水初期に再移

動することによるものと推察できる。 

２） 河畔林なし、河畔林有（密）、河畔林有（粗）の 3 ケースで流木流下実験を行い、流木の集積状況（流下本

数に占める堆積本数の割合）は、0.2%、12.7%、1.0%であった。河畔林なしの場合、流木は全量砂州上を通

過してしまい、河畔林（密）の場合、通水開始時から上流側で捕捉する。また上流側河畔林を通過した場合

でも砂州上を流下し下流側河畔林で捕捉されていた。河畔林（疎）の場合、河畔林（密）と同様の傾向であ

ったが、下流側河畔林を通過する量も多かった。今回の実験により、河畔林密度の違いにより流木の捕捉傾

向が異なることが確認された。 
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DEVELOPMENT  OF  DESIGN  TECHNIQUES  FOR  ENVIRONMENTALLY 
SOUND RIVER BASINS AND CHANNELS IN COLD REGIONS 
 
Abstract :  This priority research project addresses the following research subjects: 
(1) Development of technologies for the creation and maintenance of diverse river environments through 

meander restoration and other measures 
(2) Development of technologies for the design of sound river channels to encourage natural reproduction of 

cold-water fish 
(3) Clarification of the phenomenon of salt water intrusion in the freezing season and development of 

discharge observation technologies for ice-covered rivers 
(4) Development of technologies for the control of environmental-load outflow from large-scale farmland into 

rivers 
(5) Revealing mechanism of river channel formation and processes of woody debris jams at piers, and 

investigating projected solution for woody debris jams.   
 
Key words : river environment, meander restoration, river channel design, saltwater, ice-covered river, 

environmental load, large-scale farmland, woody debris ,accumulation 
 


